
第33回 中小企業政策審議会資料

中小企業庁

2021年6月



１．政省令告示の主な改正内容







• 中小機構の助成業務の拡大2021年6月17日

公布の日から3月以内

公布の日から1年以内

• 新たな支援対象類型の創設

• 経営資源集約化税制
• 中小企業と連携して事業継続力強化に取り組む中堅企業に対する

信用保険法の特例措置

• 国による中小企業者へのハザードマップ等の周知の協力
• 下請中小企業取引機会創出事業者の認定制度 等

• 支援対象の見直しに伴う公庫法の特例措置

• 中小企業と連携して事業継続力強化に取り組む中堅企業に対する公庫法
の特例措置

※ 新たな支援対象類型の対象に含めない企業群については、一定の猶予期間を設ける（2023年3月末まで
対象とする）。

スケジュール
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2021年6月16日 • 先端設備等導入計画（固定資産税軽減）の移管
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 改正法において、生産性向上特別措置法に規定していた「先端設備等導入促進制度」を中小
企業等経営強化法に移管し、恒久化。

 各自治体は、政府が定めた「基本方針」に基づいて「導入促進基本計画」を策定。中小企業は、
各自治体が定めた「導入促進基本計画」に基づいて「先端設備等導入計画」を策定し、自治体
から認定を受ける。

 なお、当該計画の認定を受けた中小企業に対する固定資産税の特例（固定ゼロの特例）は、
新型コロナウィルス感染症対策のための税制上の措置として、事業用家屋や構築物を追加し、適
用期限が２年間延長（2023年3月末まで）されている。

対象地域
• 全国1,656自治体（市区町村：1741）
（うち1,654が固定ゼロの特例（2021年3月末時点））
※導入促進基本計画の同意を受けた市町村

認定実績
（先端設備等導
入促進計画）

• 52,600件（2018年6月～2021年3月の間）

対象設備

• 機械装置・器具備品などの償却資産
※旧モデル比で生産性が年平均１％以上向上するもの

• 事業用家屋
※取得価額の合計額が300万円以上の先端設備とともに導入
されたもの

特例措置
• 固定資産税（通常、評価額の1.4％）を投資後３年間ゼロ～
1／2に軽減
※軽減率は各自治体が条例で定める

中小企業
（先端設備等導入計画の策定）

申請 認定

国
（基本方針の策定）

市町村
（導入促進基本計画の策定）

協議 同意

認定スキームと制度の概要

先端設備等導入促進制度の概要
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１ 先端設備等の導入の促進の目標
（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等

・・・
（２）目標

・・・・、計画期間中に○○件程度の先端設備等導入計画の認定を目標とする。
（３）労働生産性に関する目標

事業者の労働生産性（導入促進指針に定めるものをいう。）が年率３％以上向
上することを目標とする。

２ 先端設備等の種類
本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第23条第
１項に定める先端設備等全てとする

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項
（１）対象地域

○市区町村内全域とする。
（２）対象業種・事業

本計画において対象とする業種は、全業種とする。

４ 計画期間
（１）導入促進基本計画の計画期間

国が同意した日から2年間とする。
（２）先端設備等導入計画の計画期間

3年間、4年間、5年間とする。

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項
① 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用
の安定に配慮する。

② 公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端
設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。

１ 名称等
• 事業者の氏名又は名称
• 代表者名（事業者が法人の場合）
• 法人番号
• 資本金又は出資の総額
• 常時使用する従業員の数
• 主たる業種

２ 計画期間
●年●月 ～ ●年●月

３ 現状認識
①自社の事業概要
②自社の経営状況

４ 先端設備等導入の内容
（１）事業の内容及び実施時期
①具体的な取組内容
②将来の展望

（２）先端設備等の導入による労働生産性向上の目標
現状、計画終了時の目標、伸び率

（３）先端設備等の種類及び導入時期
設備名、設備の種類、導入時期、金額等

５ 先端設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法
使途・用途、資金調達方法、金額

導入促進基本計画 先端設備等導入計画

（参考）導入促進基本計画のひな形・先端設備等導入計画の様式
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（参考）様式の改正内容（案）

※赤字が今回の改正箇所。

























２．中小企業関係組合に係る
バーチャル組合総会・理事会



中小企業関係組合に係るバーチャルオンリー型組合総会・理事会

• 第32回中小企業政策審議会でのご議論を踏まえ、中小企業関係組合について、バーチャルオ
ンリー型組合総会・理事会を開催可能とするべく、省令を改正（5月14日公布・施行）。

• さらに、バーチャルオンリー型組合総会・理事会やハイブリッド型バーチャル組合総会・理事会の開
催を促進するため、実務上の留意点や法的・実務的論点などを整理した実務指針を策定（内
容は次頁参照）。

改正前

（総会の議事録）
第百三十九条 ［略］
２ ［略］
３ 総会の議事録は、次に掲げる事項を内容とするも
のでなければならない。
一 総会が開催された日時及び場所（当該場所に
存しない役員等又は組合員若しくは中央会の会員が
総会に出席をした場合における当該出席の方法を含
む。）

二～六 ［略］

改正後

（総会の議事録）
第百三十九条 ［略］
２ ［略］
３ 総会の議事録は、次に掲げる事項を内容とする
ものでなければならない。
一 総会が開催された日時及び場所（当該総会の
場所を定めた場合に限り、当該場所に存しない役員
等又は組合員若しくは中央会の会員が当該総会に
出席をした場合における当該出席の方法を含む。）
又は方法（当該総会の場所を定めなかった場合に
限る。）
二～六 ［略］

改正内容（中小企業等協同組合法施行規則）
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